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株主の皆様へ

「グリーン・インフラストラクチャー」開発を促進・支援する
「金融・技術サービス会社」を目指して。 代表取締役会長兼社長

山下 哲生

●組織再編とその効果

　当社は純粋持株会社として、傘下に「金融サービス事業」
を統括する中間持株会社日本アジアHDと、「技術サービス事
業」を統括する中間持株会社国際航業HDを有し、これら二
つの事業グループの独立した企業価値の拡大を求めつつ、事
業分野ごとの経営体制をより明確にするとともに、経営の効
率化を徹底し、経営体制を機動的かつ一体的に整備し相乗効
果を高めます。
　両事業を「金融と技術の融合」により 協業、協働させ、更
なる付加価値を追求することを通じて連結収益の拡大を目指
し、皆様から選ばれる企業グループを目指します。
　今後、中間持株会社2社はそれぞれの傘下企業の日々の事業、
収益の進捗状況を管理しながら、中長期の事業戦略や財務計
画を立案し、経営資源の最適配分を目指し業績の向上に努め
てまいります。

■新技術分野と金融分野に集約

日本アジアグループ
（JAG; 東証マザーズ 3751）

国際航業及び
グループ会社
( 子会社 54社 )

国際航業及び
グループ会社
( 子会社 54社 )

国際航業HD
(KKHD)

日本アジア証券
他 9社

日本アジアグループ
（JAG; 東証マザーズ 3751）

日本アジア証券
他 9社

国際航業HD
(KKHD)

日本アジアHD
（JAHD）

日本アジアHD
（JAHD）

技術サービス事業金融サービス事業

新体制
（2010年3月1日）

2009年11月26日

再編前

●2009年度を振り返って
　株主の皆様には平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し
あげます。
　2009年度（2010年4月期）は、2009年2月20日の三社合併に
よって生じた重複や無駄を解消する作業に加えて、2008年秋
からの不況の波は再生途上にあった被合併／子会社の事業を
更に悪化させることとなったため止む無く、「企業再生事業」
から撤退する決断をするに至りました。結果として、営業利
益ベースで約30億円近くの損失と、特別損失として約70億円
の損失を計上することを余儀なくされました。幸い、三年前
に組成した匿名投資組合の解消等に伴い129億円強の特別利
益を実現できましたので税引き後利益34億円を達成し、株主
資本を173億円強に増加させることができました。被合併会
社の旧株主様におかれましては合併によって既存事業の再
生・存続に期待を抱いておられることを感じておりましたが、
当社の、2010年度以降の安定的な成長への方向性をより鮮明
にするために、それぞれの事業モデルを再度見直し、酒類・
食料品販売、医薬品開発・治験支援事業等の事業や会社につ
いて売却・譲渡を決断いたしました。何卒、ご理解、ご支持
を賜りたいと存じます。
　この他にも2009年度は、いくつかの重要な決断・施策を実行
いたしました。
　まず最初に、グループ内再編成です。次ページにあります
ように「金融サービス事業」を統括する中間持株会社である
日本アジアホールディングズ株式会社（以下、日本アジアHD）
傘下にあった「技術サービス事業」を取りまとめる国際航業
ホールディングス株式会社（以下、国際航業HD） を、当社の直
接傘下に位置付けることとし、2010年3月に実行いたしました。
これにより「金融サービス事業」部門と「技術サービス事業」
部門を二つのコア事業として明確に独立、分離させ、経営責
任とリスク管理を明確にし、専門性を発揮できる体制を構築
いたしました。
　当社はその二つの持株会社を統括し、シナジー効果を発揮
できるよう企画、管理することを通じて、グループの付加価
値創造力を高めてまいります。

　次に、「金融」と「技術」の融合をより明示化、加速させる
具体的方策の第一弾として、日本アジアHD傘下のユナイテッ
ド投信投資顧問株式会社が欧州の太陽光発電施設開発事業に
投資をする「ユーロ・ソーラー・ファンド」の運用会社、また
ジャパン・アジア・セキュリティーズ・リミテッドが管理会社とな
り、日本アジア証券株式会社が販売し、その投資コンサルタン
トとして国際航業HD傘下のKOKUSAI EUROPE GmbHが
指名を受けるなど、グループ各社による投資管理事業がス
タートいたしました。6ページで追加説明をさせていただい
ております。投資や開発プロジェクトは「川上」から参加、
管理することによって潜在するリスクを最小化できると判断
し、投資ファンドへのリターンを最大化することに資するも
のと確信しております。これ以降、同投資ファンドも絡めて
50～60MW（メガワット）の太陽光発電所を欧州四ヶ国で試み
てまいります。
　最後に、当社は、2008年6月より、東京証券取引所の定める
「合併等による実質的存続性の喪失に係る猶予期間（上場審査
基準に準じた審査を受けるための期間）」に入っており、2011
年4月までの期限内に同期間を脱出するための再審査を受け
るべく鋭意、準備を行っております。再審査幹事証券会社の
指導の下、合併後の内部統制（コーポレート・ガバナンス）の
一層の強化、拡充を図り、国内外連結72社、持分法適用6社を
含めた財務報告体制の強化と即時性を高めることに注力した
結果、大きな改善が図られたと自負するものであります。
　世界的に誇れる技術の集積を持つ企業がその資金力の脆弱
さから大規模事業や収益事業を獲得できないまま埋もれて
いった事例を多々見てまいりました。「金融」と「技術」が共に
もたれ合うことなく、同一グループ内での人的、組織的信頼
感を保ち、シナジー効果の成果としての高い付加価値の実現
を目指す体制作りの一年でありました。

●2010年度に向けて
　当社（皆様の）グループは、地球規模で「グリーン・インフラ
ストラクチャー※」開発を促進・支援する「金融・技術サービス
会社」を目指します。そのための中期的道標となる2013年4

月期までの三年間を対象とした中期経営計画を作成いたしま
した。2010年度はその初年度として、営業利益、経常利益の
黒字化を図ります。とはいえ、外部環境の不透明感は完全に
は拭えておらず、また、内部的にも未だ高成長を目指せる状
況にはありません。技術サービス事業の母体たる国際航業
HDは従来の「空間情報サービス」を中心とした事業を「グ
リーン・インフラストラクチャー事業」へと集約・組み換えていく
ことと、新規事業への取り組みを拡大させることを決定して
おりますが、それらの諸策が高収益化するのは来年度からと
見込んでおります。
　また、「金融サービス事業」では国内外のグリーン・インフラ・
プロジェクトへの組成アドバイザリー業務と資金調達能力を高
める方策に加え、中国・ベトナムを中心とするアジアの証券
市場への取り組みを一段と強化することで、収益の安定化と
増大を図るため必要な拠点開設や組織の整備を急いでおりま
すが、収益寄与は年度後半からと予測しております。こう
いった想定の下、今年度は中期計画、その先のビジョンを目
指す足固めの年度として捉え、少しでも上積みを果たして一
日も早く、復配を実現したいと役職員一同努力を重ねてまい
ります。
　本年度の施策といたしましては、「金融サービス事業」では、
合弁で設立したベトナムの証券会社（ジャパン証券）は、地元
大手のミリタリー銀行（MB）グループと業務提携を行い、同
国の資本市場の育成、利活用を通じて地元事業を拡大するこ
と、香港の証券会社とアセット・マネジメント会社の買収など、
アジアでのビジネスネットワークの充実と拡大を進めてまいり
ます。そして「ユーロ・ソーラー・ファンド」の第二回目の組成
を行います。経営陣を一新した日本アジアHDは、着実にアジ
アへの道を拡大してまいります。これらをベースに日本国内
の証券、金融機関とのB-B-C（法人傘下の個人顧客を対象に
した法人取引）の事業構築を広げてまいります。
　「技術サービス事業」では、金融サービス事業部門の支援も
得て、今後三年間で欧州にて新たに170MWの太陽光発電施設
の開発に取り組んでまいります。
　当社（皆様の）グループは、このような事業施策を通じて収
益化に努めると共に、早期に「猶予期間」の解除のため東京証
券取引所への再審査の申請を行い、マザーズ市場での上場維
持に努め、更には、資本市場のみならず、広く社会からの認
知と支持をいただくためにCI（企業に対する認知度）活動にも
力を注いでまいる所存です。今後ともより一層のご支援を賜
りますようお願い申しあげます。
※「グリーン・インフラストラクチャー」とは、地球に優しい（地球環境の維持／保
全にとどまらず改善・再生につなぐ）社会基盤・社会資本を言います。

1 Japan Asia Group Limited 2Japan Asia Group Limited



Our Business Domain Our Business Domain主なグループ企業のご紹介 中期経営計画についてJapan Asia Group Mid-term Management Plan

金 融 サ ー ビ ス 事 業 技 術 サ ー ビ ス 事 業

不 動 産 関 連 事 業

「金融サービス事業」は、証券、投信投資顧問などの金融商
品取引業者が、個人のお客様の資産形成や法人のお客様の積
極的な事業展開に対して財務的な支援やアドバイスを行って
います。

「技術サービス事業」は、国際航業HD（東証一部：9234）
をはじめとした企業集団が、グリーン・インフラ企業とし
て、環境・エネルギー事業への取り組みを強化し、欧州、中
国、アジアなど、国内外で事業を展開しています。

不動産の売買・賃貸・管理及び開発事業を行っています。

日本アジア証券株式会社
アジアの金融・証券に精通したファイナンシャルサービス事業

おきなわ証券株式会社
沖縄のお客様ニーズに沿ったファイナンシャルサービス事業

国際航業株式会社
地理・空間情報サービス会社

国際環境ソリューションズ株式会社
環境負荷に対するリスク低減に向けたコンサルティング事業

国際文化財株式会社
埋蔵文化財発掘調査、それに関わる報告書作成業務、
史跡整備計画等の事業

国際航業ホールディングス株式会社

ユナイテッド投信投資顧問株式会社
既往の運用会社とは一線を画した
ファイナンシャルサービス事業

株式会社ジー・エフ
低コストの音声自動応答IVRを駆使したテレマーケティング事業

国際ランド&ディベロップメント株式会社
創業来の保有不動産の管理、開発。PM、CMから、
新たな高機能技術、不動産開発・運営事業に進出

株式会社KHC
兵庫県のエコ住宅デベロッパー

Geosolグループ
メガソーラー発電施設の開発・運営

日本アジアファイナンシャルサービス株式会社
金融システムインテグレーション
総合金融事業

日本アジアホールディングス株式会社

日本アジアファイナンシャルサービス株式会社
Japan Asia Financial Service Co., Ltd.

KOKUSAI EUROPE GmbH

宮崎ソーラーウェイ株式会社
宮崎ソーラーウェイ株式会社
宮崎発の新エネルギー発電施設の開発・運営・維持・管理及び
新エネルギーに関するコンサルタント業務を実施

（2010年4月30日現在）

● 位置付け

2011年 4月期

2012年 4月期

2013年 4月期

● スケジュールと重点課題

事業の組み換え /構造改革

新規分野へのシフト 

グループ全社の収益力の強化と経営効率の改善による黒字化 

グループの認知度、ブランド・イメージの向上

グループ／グローバル展開を加速化

再審査

財務基盤の再構築

地球規模で 「グリーン・インフラストラクチャー」 開発を促進・支援する
 「金融・技術サービス・グループ」 を目指す。

再構築期（財務／収益基盤の強化、シナジーの追求） 

確 立 期（収益率の向上） 

拡 大 期（成長戦略への更なるシフト） 

1.
2.
3.
4.

5.
6.

7.
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トピックス Topics

　国際航業HDを筆頭とする国際航業グループは、2009年4月に宮崎県（東国
原 英夫知事）及び都農町（河野 正和町長）との間で、メガソーラー事業に関す
るパートナーシップ協定を締結しました。宮崎県都農町において建設予定の発
電所が全て完成すれば、 送電線を利用する発電事業としては、電力会社（一
般電気事業者）以外が運営する国内初のメガソーラー発電所となります。
　2010年4月には50KWの実証試験施設「都農第１発電所」が運転を開始し、
1MWの「都農第2発電所」は2010年度中に完成予定です。この発電施設は、
かつてリニアモーターカーの実験線として使用していた施設に442枚
ソーラーパネルを設置したもので日本型メガソーラー事業の先駆けと
して注目されています。

　地球温暖化対策や再生可能エネルギーとして注目されている「太
陽光発電」。2009年9月、この開発プロジェクトに投資するというファ
ンドを、ジャパン・アジア・セキュリティーズ・リミテッドを管理会社とし、
ユナイテッド投信投資顧問を運用会社として日本アジア証券やおきなわ
証券などが販売いたしました。
　当ファンドは、再生可能エネルギー利用の先進国であるヨーロッパの
複数の太陽光発電所の開発プロジェクトを投資対象にしており、開発
完成後に発電所を売却することで売却益の獲得を目指すものです。

　また、左ページに掲載されている「国際航業グループ」のKOKUSAI  
EUROPE GmbHやユナイテッド投信投資顧問が“投資コンサルタント”
として投資の「川上」から技術面をサポートするなど、グループ内で
川上から川下まで全てを一枚岩で管理運営できるため、同業他社と
の差別化が図られます。

　2010年5月25日、ベトナム・ハノイにて日本アジアHD等は、ベト
ナム大手金融グループのミリタリー銀行グループと金融分野におけ
る、日本・ベトナム相互間の投資拡大を進めることを目的にパート
ナーシップ契約を締結しました。

　その一環として、ミリタリー銀行グループのタンロン証券、MB
キャピタルと協業し、ユナイテッド投信投資顧問が運用するファン
ド「ベトナム・ドリーム・ファンド」とミリタリー銀行グループの運
用する「MBジャパン・アジア・ファンド」を設定しました。

　国際航業グループのドイツ現地法人
KOKUSAI EUROPE GmbH及びGEOSOL
グループは、2009年12月までに、ドイツ、
スペイン、イタリア、チェコなど気候や
開発条件の異なる4ヶ国において、合計
35.6MWの開発を行ってまいりました。
　2010～2012年の3年間に更に170MW
の開発を目指します。

■宮崎ソーラーウェイ プロジェクト ■ユーロ・ソーラー・ファンドの開発

■ベトナム大手金融グループのミリタリー銀行
　グループとパートナーシップ契約を締結

グリーン・インフラ企業へのチャレンジ 地球規模での投資活動

El Redondo (2.3MW) Lobon (3.2MW) Napajedla (3.6MW)

Humilladero (4.0MW) Purias (3.2MW) Leipziger Land (5.0MW)

Gil de Olid (1.8MW) Alquería (1.0MW) Bobadilla (1.9MW) San Donaci (1MW) Borna (3.44MW)

Ventanas (1.0MW) Guadíx (0.6MW) Pinos Puente (1.1MW) Guagnano Alfa (1MW) K. Grafenh. (1.61MW)

4ヵ国、16ヵ所
35.6ＭＷ

４月８日東国原宮崎県知事を招いた都農
第1発電所竣工式

2009年9月
ユーロ・ソーラー
第1号ファンド
（40億円募集）

2010年5月
ユーロ・ソーラー
第2号ファンド
（50億円募集）

2010年5月25日
ミリタリー銀行グループとのパートナーシップ契約調印式

（ベトナム・ハノイにて）

■欧州メガソーラー プロジェクト

Challenge 1 Action 1 

Action 2 

Challenge 2 

宮崎ソーラーウェイ都農第1発電所を空から撮影
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■財務データ（連結）

■各事業の融合によるシナジー効果の最大化
　当社グループは「金融と技術の融合」というスローガンの
もと、グループ内における「技術サービス事業」は市場の拡
大をリードする技術をベースとした事業や資産の獲得を目
的に、「金融サービス事業」はファンドの形成や資金調達を
通じて「技術サービス事業」を支援する等双方が融合し、シ
ナジー効果を最大化することに努めてまいりました。
　当連結会計年度の業績は売上高82,782百万円、営業損失
2,981百万円、経常損失2,864百万円となりました。しかし、
連結子会社である日本アジアHDの匿名組合の早期解約に
伴い清算にかかる特別利益（11,695百万円）及び投資有価
証券売却益、負ののれん発生益等により特別利益が12,953
百万円となりました。一方、グループ内の再編による企業
再生事業の撤退にかかる損失及びのれんの償却額、減損損
失等により特別損失が6,966百万円発生した結果、当期純利
益は3,404百万円となりました。
① 金融サービス事業
　当社グループの金融サービス事業は、日本アジア証券株
式会社及びおきなわ証券株式会社の証券業とユナイテッド
投信投資顧問株式会社の投信投資顧問業を中心に展開して
おります。
　当社は対面リテール営業規模の拡大やお客様の多様な
ニーズに応えるべく投資信託・社債等の販売に努め、更に
今期より本格的に開始した外国店頭取引（香港株、ベトナム
株）にも注力し営業活動を展開いたしましたが、厳しい環境の
中、売上高7,424百万円、営業損失833百万円となりました。
② 企業再生事業
　当連結会計年度における企業再生事業は、医薬品等の臨
床試験代行・支援業務等を行う事業や酒類食品等の卸売業、
小売業等の再生支援を行ってまいりました。当事業における
売上高は25,969百万円、営業損失は294百万円となりました。
　（なお、当事業に関しては組織再編の結果、2010年6月現
在において大多数の当該企業が連結決算対象外となってお
ります。）

③ 技術サービス事業
　当社グループの技術サービス事業は、主に国際航業HDの
グループ会社による地理・空間サービス及び環境・エネル
ギー事業やエリアマーケティングとオートコール事業を主要
事業とする株式会社ジー・エフを中心に展開しております。
　当事業における売上高は、公共部門における受注が増加
した一方で、民間部門における需要減少の影響から35,768
百万円となりました。損益面では、生産効率の向上や原価
低減に向けた社内体制の整備を推進し、一定の効果を確保
しましたが、欧州及び日本での太陽光発電等の新規事業推
進のための人員増強や先行投資の実施、また、内部統制強
化を図ったこと等により営業費用が増加したことなどから
455百万円の営業損失となりました。
④ 不動産関連事業
　当社グループの不動産関連事業は、国際航業HDのグルー
プ会社による不動産の開発及び売買・賃貸・管理事業を行っ
ております。不動産事業においては、市況の急速な悪化に
より事業環境が一段と厳しさを増している中、テナントか
らの安定収入の確保に加えて、住宅分譲での収益確保に努
めた結果、売上高は16,018百万円、営業利益は547百万円と
なりました。

当期の概況 連結財務諸表Outline of Operating Results Consolidated Financial Statements
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（注） 2009年4月期は決算期変更の経過期間であるため6ヶ月決算となってい
ます。

■連結貸借対照表（要旨） （百万円）

科　目
当　期

（2010年4月30日現在）
前　期

（2009年4月30日現在）

資産の部
流動資産 69,117 63,707
　現金及び預金 19,898 16,678
　受取手形・売掛金　受取手形・売掛金 23,106 24,096
　販売用不動産 6,653 8,750
　その他 19,460 14,183
固定資産 29,989 37,794
　　土地・建物及び構築物 11,059 12,139
　　その他 803 957
　有形固定資産 11,862 13,096
　　のれん 2,396 6,178
　　その他 1,335 1,233
　無形固定資産 3,731 7,411
　　投資有価証券 8,786 12,100
　　その他 5,609 5,185
　投資その他の資産 14,395 17,286
資産合計 99,107 101,502
負債・純資産の部
流動負債 52,328 45,145
　短期借入金 13,966 11,268
　一年内償還予定の社債 10,300 11,245
　その他 28,062 22,632
固定負債 15,236 30,238
　長期借入金 9,052 6,054
　長期預り金 ̶ 13,823
　その他 6,184 10,361
特別法上の準備金 43 58
負債合計 67,608 75,441
純資産
　株主資本 17,303 11,412
　評価・換算差額等 △17 △444
　少数株主持分 14,212 15,092
純資産合計 31,498 26,061
負債・純資産合計 99,107 101,502

■連結損益計算書（要旨） （百万円）

科　目
当　期

（2009年5月1日～2010年4月30日）
前　期

（2008年11月1日～2009年4月30日）

売上高 82,782 39,200
売上原価 62,777 27,965
売上総利益 20,005 11,234
　販売費及び一般管理費 22,986 10,925
営業利益 △2,981 308
　営業外収益 2,018 1,379
　営業外費用 1,901 982
経常利益 △2,864 705
　特別利益 12,953 24
　特別損失 6,966 1,229
税金等調整前当期純利益 3,122 △499
法人税、住民税及び事業税 702 255
法人税等調整額 △1,093 △200
法人税等合計 △391 55
少数株主利益 108 958
当期純利益 3,404 △1,513

     売上高
82,782
百万円

セグメント別売上高

不動産関連事業

16,018百万円
19.3%

技術サービス事業

35,768百万円  43.2%

※全社（消去）：△2,397百万円

金融サービス事業（企業再生事業除く）

7,424百万円
9.0%

企業再生事業

25,969百万円  31.4%

（2010年4月期）
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連結財務諸表 Consolidated Financial Statements

■連結株主資本等変動計算書　当　期（2009年5月1日～2010年4月30日） （百万円）

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
少数株主
持 分

純 資 産
合 計資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本

合 計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

評価・換算
差 額 等
合 計

2009年4月30日残高 600 5,581 5,230 ̶ 11,412 △451 6 1 △444 15,092 26,061

連結会計年度中の変動額

資本剰余金から資本金への振替 3,199 △3,199 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
当期純利益 ̶ ̶ 3,404 ̶ 3,404 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 3,404

自己株式の取得 ̶ ̶ ̶ △8 △8 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ △8

自己株式の処分 ̶ 299 ̶ ̶ 299 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 299

反対株主からの買取 ̶ △378 ̶ ̶ △378 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ △378

連結範囲の変動 ̶ 2,574 ̶ ̶ 2,574 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 2,574

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 417 △9 18 426 △880 △453

連結会計年度中の変動額合計 3,199 △704 3,404 △8 5,891 417 △9 18 426 △880 5,437

2010年4月30日残高 3,800 4,877 8,634 △8 17,303 △34 △3 19 △17 14,212 31,498

（注） 日本アジアホールディングズ㈱等が保有する親会社株式は、自己株式に相当しますが、連結上は相殺消去しております。

東京証券取引所における猶予期間入りについて
当社は、2008年6月2日、株式交換にて大酒販株式会社を完全子会社化し、これに伴
い、東京証券取引所は当該株式交換について、有価証券上場規程第603条第6号（関
連規則は同規程第601条第9号a）に定める「上場会社が実質的な存続会社でないと当
取引所が認めた場合」に該当するため株式交換期日（2008年6月2日）から新規上場
審査に準じた審査を受けるための期間（猶予期間）に入ることとなる旨の発表をいた
しております。

東京証券取引所の上場規則では、実質的な存続会社でないと判断された場合でも、
直ちに上場廃止とはならず、株式交換期日の属する事業年度末の2008年10月31日か
ら3年目の2011年10月31日の日までの3年間は、東京証券取引所マザーズ市場での
上場は引続き維持され、新規上場審査基準に準じた審査を受けることが可能となっ
ております。

また、合併に伴い決算期を10月から4月に変更したことにより、新規上場審査に準
じた審査を受けるための期間が、2011年4月30日まで短縮となります。

当社は、正確で速やかな開示が株主、投資家の皆様には重要かつ必要であると認識
しております。今後、決算期変更により本合併後猶予期間が短縮されましても、新
規上場審査に準じた審査を通過するよう、万全の体制で準備を行う所存であります。
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株式の状況（2010年4月30日現在） Stock Information

発行可能株式総数
発行済株式の総数
株主数

大株主（上位10名）

6,785,348株
1,696,337株
3,651名

株　主　名 持株数（株） 持株比率（％）

JAPAN ASIA HOLDINGS LIMITED 667,157 39.37
ステートストリートバンクアンド
トラストカンパニー505086 222,721 13.14

藍澤證券株式会社 214,286 12.65
JAPAN LAND LIMITED 108,583 6.41
JA PARTNERS LTD 105,964 6.25
港実業株式会社 80,472 4.75
JAPAN ASIA SECURITIES LIMITED A/C CLIENT 43,334 2.56
シンクス株式会社 36,962 2.18
ノムラシンガポールリミテツド
アカントノミニーエフジエー1309 24,127 1.42

TUSAM HOLDINGS LIMITED 22,446 1.32
※持株比率は自己株式（1,967株）を控除して計算しております。

株式の状況

株式所有者別分布状況（株式数比率）

会社概要 Corporate Data

商 号

英 文 表 記

資 本 金

本 店 所 在 地

代 表 者

上場証券取引所

証 券 コ ー ド

グループ従業員数

代表取締役会長兼社長

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常勤監査役（社外）

監 査 役（ 社 外 ）

監 査 役（ 社 外 ）

日本アジアグループ株式会社

Japan Asia Group Limited

38億円

東京都千代田区丸の内二丁目3番2号

代表取締役会長兼社長　山下　哲生

東京証券取引所マザーズ市場

3751

2,648名

山下　哲生

呉　文　繍

増田　雄輔

加藤　伸一

川上　俊一

沼野　健司

八杉　　哲

小林　一男

会社概要（2010年4月30日現在）

取締役・監査役（2010年7月29日現在）

■連結キャッシュ・フロー計算書（要旨） （百万円）

科　目
当　期

（2009年5月1日～2010年4月30日）
前　期

（2009年11月1日～2010年4月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー △149 △10,471

投資活動によるキャッシュ・フロー △17 △2,762

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,833 6,143

現金及び現金同等物に係る換算差額 △60 60

現金及び現金同等物の増減額 4,606 △7,030

現金及び現金同等物の期首残高 13,910 307

被取得企業の現金及び現金同等物の期首残高 ̶ △307

取得企業の現金及び現金同等物の期首残高 ̶ 19,097

現金及び現金同等物の期末残高 18,280 13,910
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